
 1.  放射性同位元素や放射線は、日常生活や私たちの身近で、様々に活用されています。活用例を以下に示し
ます。

放射線の利用2-1

分野 核種等 用途

医
療
分
野

線 線透視、レントゲン撮影、 線CT検査

テクネチウム─99m（モリブデン─99） 血液の流れや臓器（肝臓、肺など）の診断（人体に投与）

ヨウ素─123、131 甲状腺の診断（人体に投与）

ヨウ素─125 採血した血液中の甲状腺刺激ホルモンの定量

リン─32等 各種RⅠ　新薬開発

硫黄─35 遺伝子工学におけるDNA塩基配列の解析
（農業分野でも利用）

コバルト─60 人工臓器、医療用具（注射針等）、
実験動物用飼料の滅菌

コバルト─60、セシウム─137、イリジウム─192、
直線加速装置 がん等の放射線治療

工
業
分
野

イリジウム─192 非破壊検査（ジェットエンジンのタービン等の検査）

セシウム─137、クリプトン─85 厚さ計（鉄板、紙、ゴム等の厚さ管理など）

コバルト─60、セシウム─137 液面計、レベル計（タンク内の原料の定量）

アメリシウム─241 硫黄計（重油や石油製品中の硫黄含有量の測定）

電子線 電線被覆材の耐熱性向上、タイヤの成形加工

農
業

分
野 コバルト─60

品種改良（イネ「レイメイ」大豆「ライデン」）
ウリミバエの根絶（サナギに照射し不妊化）
食品照射（じゃがいもの発芽防止）

環
境

分
野 ニッケル─63 水中や大気中の微量有害物質（PCB、有機水銀など）の

測定（ガスクロマトグラフィ）

生
活
分
野

そ
の
他

　

クリプトン─85、プロメチウム─147 蛍光灯のグロー放電管

アメリシウム─241 煙感知器

炭素─14 年代測定

文部科学省ホームページより

化合物の合成

熟成等の調整

品種改良

食品の保存

線検査
各種病気の診断

ガンの治療

非破壊検査

溶接検査

ゲージング

化学分析・各種測定

アイソトープ電池
放
射
線
の
利
用

プラスチック等
の性質の改良

厚みの測定

潮流・水流の調査
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写真1
非密封線源（例）
（H‒3、C‒14、P‒32等の標識化
合物を収納したバイヤル）

 1.  「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」の規制を受けるものには、大きく「非密封線
源」、「密封線源」、「放射線発生装置」があります。

放射性同位元素等、放射性医薬品の形態2-2

 2.  「薬事法」の規制を受ける放射性医薬品は、人体への投与や血液検査などに用いられるため、密封線源が用
いられているものはありません。

※写真：日本アイソトープ協会L 型輸送物の収納物（例） Ａ型輸送物の収納物（例）

写真4
放射性医薬品（例）

写真2　密封線源（例）

写真3
放射線発生装置（例）

コバルト60照射用大量線源（下段、工業用）

遠隔照射治療用コバルト60大量
線源（上段左、医療用）

➡

非破壊検査用イリジウム線源（中段
左、工業用、左側先端部が線源）

金198グレイン（上段中央矢印部
の粒状のもの、医療用）

ラルス用イリジウム192線源
（上段右のワイヤー状のもの、
医療用、先端部が線源）

医療用シード
（粒状のもの）

コバルト60少量線源
（中段右、工業用）

医
療
機
器
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 1.   ⅠAEA（国際原子力機関）が示している放射線源の潜在的危険性に応じたカテゴリ分けを参考に以下に示し
ます。ただし、通常、強い放射線を出す線源は、密封され、遮へい容器に入っていますが、下表において
は、仮に遮へい容器から線源がむき出しとなった場合の危険性を表しています。

放射性物質の危険性2-3

カテゴリー 線源の危険性 機器の具体例（国内）

１
（放射能≧1000×D）

約250施設

人体に極端に危険
数分から１時間で死に至る。

（遮へいなく接近）

・照射装置（滅菌、研究用）
・遠隔照射治療装置
・ガンマナイフ・血液照射装置

2
（1000×D＞放射能≧10×D）

約300施設

人体に非常に危険
数時間から数日で死に至る。

（遮へいなく接近）

・工業用非破壊検査装置
・アフターローディング照射装置

3
（10×D＞放射能≧D）

約100施設

人体に危険
数日から数週で死に至る。

（遮へいなく接近）

・工業用ゲージ（レベル計等）
・原子炉起動用中性子線源
・照射装置（研究用等）

4
（D＞放射能≧0.01×D）

人体に危険でない
一時的な症状が出る

（接触又は何週間か接近した場合でも致
死量を被ばくしない。）

・低線量近接照射治療装置
・校正用線源
・厚さ計、タバコ量目制御装置

5
（0.01×D＞放射能及び
放射能＞規制免除値）

人体に危険が最も少ない
永久的な障害が起こる可能性はない。

・永久インプラント線源
・眼科小線源
・水分計

放射能：放射性物質の有する放射能量（単位：B ）
D値：核種毎に外部被ばくと内部被ばくを考慮して放射線影響を引き起こす可能性の大きさに基づき設定された放射能 

核種 D値×10 D値 D値×0.01
60Co 300 30 0.3（300MB ）
75Se 2,000 200 2（2,000MB ）
68Ge 700 70 0.7（700MB ）
124Sb 400 40 0.4（400MB ）
137Cs 1,000 100 1（1,000MB ）

核種 D値×10 D値 D値×0.01
169Yb 3,000 300 3（3,000MB ）
192Ⅰr 800 80 0.8（800MB ）
210Po 600 60 0.6（600MB ）
241Am 600 60 0.6（600MB ）
252Cf 200 20 0.2（200MB ）

【参考：D値】 単位：GB

※文部科学省資料に基づき作成
※ 対象機器（例）のカテゴリは、あくまで例であり、収納する放射
性物質の量により、異なるカテゴリに入ることがある。

出典：ⅠAEA Safety Standards RS‒G‒1.9

カテゴリ1
対応施設、機器（例）

カテゴリ2
対象機器（例）

カテゴリ3
対象機器（例）
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※ 輸送物標識と車両標識については、附属資料2‒8参照。

 1.L型輸送物

放射性同位元素、放射性医薬品（L型輸送物の代表的な例）

 2.A型輸送物

（1）放射性同位元素、放射性医薬品（A型輸送物の代表的な例）

（2）核分裂性輸送物

放射性輸送物の外観①2-4

（日本アイソトープ協会提供）

（日本アイソトープ協会提供）

原子力発電用新燃料輸送容器（PWR）
原子力発電用新燃料輸送容器（BWR）

（電気事業連合会提供）

（1/2）

約1m 約5m
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 2.A型輸送物（前頁からの続き）
（3）核分裂性輸送物

 3.B型輸送物

（1）放射性同位元素

　

（2）核分裂性輸送物

放射性輸送物の外観②2-4

（日本アイソトープ協会提供）

（電気事業連合会提供）

ウラン粉末輸送容器 ６フッ化ウラン（UF6）輸送容器

約2.6m
約6.4m

使用済燃料輸送容器

約1.3m
約1.1m

約1.1m

約2.4m

（2/2）

（電気事業連合会提供）

約1m
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 1.放射性物質の輸送回数（平成20年度）

核物質の主要輸送経路の概要
（1）新燃料等

（2）使用済燃料等

放射性同位元素の主要輸送経路の概要

放射性医薬品の主要輸送経路の概要

放射性物質の輸送回数と主要輸送経路2-5

B型 A型 L型 ⅠP型 合計

核燃料物質 90 674 11 682 1,457

放射性同位元素 436 22,664 35,519 0 58,619

放射性医薬品 0 207,375 11,232 0 218,607

合計 526 230,713 46,762 682 278,683

※国土交通省資料より

※「輸送における核物質及び放射性物質の規制概要」（国土交通省）より

放射性物質の種類別輸送回数
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放射性物質輸送の安全規制にかかる法体系概要

▶ 原子炉等規制法：核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律
　 　所外運搬規則：核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則

▶ 放射線障害防止法：放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律

放射性物質輸送の安全規制にかかわる法体系概要2-6

陸上輸送
海上輸送 航空輸送

輸送物 輸送方法

核燃料物質 所外運搬規則 核燃料物質等車
両運搬規則

船舶安全法
（国土交通省）

航空法
（国土交通省）放射性物質 施行規則 放射性同位元素

等車両運搬規則

放射性医薬品 放射性医薬品の製造及び取扱規則
放射性物質等の運搬に関する基準

原子炉等規制法

放射線障害防止法

薬事法（厚生労働省）
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 1.輸送容器の区分

 　輸送される放射性物質については、収納される放射能量、放射線量率によって、L型、A型とB型に区分
されています。また、低比放射性物質（放射能の濃度が低い放射性物質）、表面汚染物（放射性物質以外の
固体で表面が放射性物質に汚染されているもの）を輸送するものとしてⅠP型があります。

　注1） 安全な輸送を確保するために必要な措置を講じ、かつ、これらの規定によらないで輸送しても安全
上支障がない旨の国土交通大臣の承認を受けた場合に可能。

　注2） 規定値には、A1値、Ａ2値の2種類があり、Ａ1値は、一定の容器（※）に収納する場合で、外部被ば
くのみを考慮した値、Ａ2値は、内部被ばくも考慮した値です。A1値及びA2値は、容器が破損して
内部が漏えいした場合等に対応した被ばく評価がなされており、大量の被ばくが生じないような値
となっています。

　　

 2.放射性輸送容器と収納物の例については、次表参照。

放射性物質輸送物の輸送容器の基準等①2-7

容器の区分 核燃料物質、核原料物質 放射性同位元素（RⅠ）
放射性医薬品

B型輸送物
（収納量が多いが
容器は極めて頑丈）

●使用済燃料（※）
●高レベル放射性廃棄物（※）
●MOX新燃料集合体（※）　等

●コバルト（60Co）大線源
　（がんの遠隔照射治療、放射性滅菌）

A型輸送物
（収納量を一定量以下）

●発電用新燃料集合体（※）
●少量の放射性試料　等

●セシウム（137Cs）（計測機器）
●イリジウム（192Ⅰr）（非破壊検査）
●テクネチウム（99mTc）、 
　ガリウム（67Ga）　等（診療）
● モリブデン（99Mo）―テクネチウム（99mTc）
　ジェネレーター（体内診断用放射性医薬品）

L型輸送物
（収納量を極小）

●微量の放射性試料　等 ●微量の線源
● 水素（トリチウム）（3H）、
　炭素（14C）標識化合物　等

ⅠP型輸送物
●低レベル放射性廃棄物
●未照射天然ウラン
●原子炉廃材　等

●低レベル放射性廃棄物

※核分裂性物質収納輸送物

規定値の1/1,000（液体以外）
規定値の1/10,000（液体） 規定値（注2）

L型
A型 B型 ⅠP型

運搬不可

特別措置が必要（注1）

輸送物の表面で
10mSv/h

輸送物の表面で2mSv/h
1m離れて0.1mSv/h

輸送物の表面で
0.005mSv/h

※ 輸送物が事故に遭遇した際にも、収納物が飛散して汚染しないよう、一定の基準を満たしたカプセル（ステンレスなどで密封
され、衝撃試験や浸漬試験などの項目に合格）に収納する場合（「特別形輸送物」）。

（1/2）

大

線量率

放射能量 低比放射性物質
又は表面汚染物

小
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 3.  輸送容器の性能

（1） L型輸送物、A型輸送物及びⅠP型輸送物では、輸送中に苛酷な事故に遭遇し、万一収納物の漏えいが
生じた場合でも一般公衆の被ばくが線量当量限度を超えないよう，収納物の放射能等を制限するとい
う考え方をとっています。

（2） これに対し、B型輸送物では、輸送容器自体で安全性を担保するという考え方であり、苛酷な事故に
遭遇した場合でも十分に耐えられるよう極めて頑丈なものとすることが要求されています。

（3） 核分裂性輸送物の場合は、輸送中のいかなる場合においても臨界にならないことが基本条件であるこ
とから、A型輸送物やⅠP型輸送物であっても、輸送容器はB型輸送物と同様に苛酷な事故に遭遇した場
合でも臨界にならないことが要求されています。

 4.以下に、各輸送物の試験の基準の概要を図示します。
（1） L型容器の基準　　　　　　　　　　　　（2） A型輸送容器の基準

（3） B型輸送容器の基準

放射性物質輸送物の輸送容器の基準等②2-7

（2/2）

「アイソトープ輸送ガイド」
（日本アイソトープ協会）より

「アイソトープ輸送ガイド」
（日本アイソトープ協会）より

「MOX燃料の海上輸送の安全確保」（国土交通省）より
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 1.  輸送物標識

　※1  輸送物表面から1mの位置での測定値（µSv/h）の1/10で表します（小数点第2位は切り上げ、0.05以
下は0とすることができます。）。

　　   （例）　　　　　　　　　　　　　0.0035mSv/hとすると　　　輸送指数0.4となる
　　   0.0035×100＝0.35

　※2  核分裂性輸送物を輸送する場合に付けることとされており、臨界安全指数＝50÷（輸送制限個数）で
表わされます。

 2.  L型輸送物の表示

　L型輸送物については、法令上、輸送物表面の放射性標識の表示義務はありませんが、放射性同位元素
を輸送する場合には、通知により以下のような表示がされることとなっています。

 3.  車両標識

　　運搬車両には、次の標識を付けることとされています（放射性医薬品L型を除く。）。

（1/2）

第１類　白標識 第２類　黄標識 第３類　黄標識 臨界安全指数（※2）

標　識

表示箇所 輸送物の表面２か所（タンク又はコンテナの場合は４か所） 左記標識の
近接した個所

輸送物表面に
おける1cm　
線量等量率　

5µSv/h以下 5µSv/hを超え
500µSv/h以下

500µSv/hを超え
2mSv以下 ̶

輸送指数（※1） 0 1.0以下 10以下 ̶

輸送物標識と車両標識、携行書類①2-8

1m

車両標識（例）

中の容器に触れないで連絡
する旨の表示（箱内部）

拾った場合に開封しないで
連絡する旨の表示（箱外側）

「放射性輸送物」の表示
（箱外側）
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輸送物標識と車両標識、携行書類②2-8

（2/2）

 4.携行書類

　放射性同位元素（L型輸送物を除く。）、放射性医薬品（L型輸送物を除く。）及び核燃料物質・核原料物質の
輸送に従事する者については、放射性輸送物等に係る放射性輸送物の種類、量、取扱方法その他の運搬に
関し留意すべき事項及び事故が発生した場合の措置について記載した書類を携行することとされています。

　　　　　　　　　　　　　　　放射性物質 輸送時携行書類《例示》

《注意事項》
●積載時の注意
　・運搬において、移動、転倒、転落等により、放射性輸送物の安全性が損なわれないよう積載すること。
　・火薬類、高圧ガス等ほかの危険物と混載しないこと。
　・1車両に積載する輸送指数の合計が○○を超えないこと。
　・車両の両側面及び後部に車両標識をつけること。（A型のみ）
　・夜間は車両の前部及び後部に赤色灯をつけること。
●運搬経路に関する注意
　・ 輸送の安全を充分考慮し、発地から着地まで最適なルートを走行すること。また、途中空路を使
用する際は、危険品申告書に使用空港を記載すること。

●取扱の注意
　・関係者以外の者が通常立ち入る場所で積み込み、取卸しをしないこと。
　・ 非開放型の車両に施錠等の措置がなされている場合を除き、運搬の途中駐車をするときは見張人
を配置すること。

●事故時の措置
　・交通事故等で積荷に異常が生じた場合は最寄りの警察署（110）に通報すること。
　・ 車両火災が発生した場合は、備え付けの消火器で消火するとともに、最寄りの消防署（119）に通
報すること。

　・盗難、紛失、その他の事故が発生した場合は、最寄りの警察署（110）に通報すること。
　以上の措置をとるとともに、出来るだけ早く荷送人に連絡すること。

荷主（もしくは荷送人） ○○○○株式会社
住所 ○○県○○郡○○町○○

緊急連絡先 ○○ ○○ ○○
担当及び電話 平日日中：○○○○‒○○‒○○○○

夜間休祭日：××××‒××‒××××

品名 ○○×××

運搬する　
放射性物質

輸送物の型式 型 （非核分裂性）
核種及び放射能量 ○‒×××   ○○B
化学的性状・物理的性状（常温） ○○・固体
輸送物の種類（標識） なし
輸送物の輸送指数 ×××

荷送人（発地） ○○○○株式会社（住所:○○県○○郡○○町○○）

運搬区間・
方法　　　

荷受人（着地） 株式会社△△△△（住所:○○県△△市△△）
輸送従事者 ××運送株式会社
受渡し地点・予定時刻 着地・○月○日 午後 予定
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 　　　　　　　　　　　　核燃料輸送物の隊列輸送の測定機器と保護具の例

注1） 核分裂性輸送物の場合は、中性子線量計（1台／輸送）を含むこと。
注2） うち10個は消防機関等への貸与用とすること。また、UF6用特殊資機材についても必要に応じ消防機関等へ貸与すること。
注3） 現場において測定値が確認できるもの。

「原子力施設等における消防活動対策ハンドブック」（消防庁）より

携行する測定機器と保護具の例2-9
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